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最近の道内景気は、横ばい圏内で推移しているものの、持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、気温が高く冬物商品の売上が伸び悩み、弱含みで推移している。設備投資は、

製造業の能力増強投資を中心に幾分上向いている。住宅投資は、貸家などの減少から弱い動

きとなっている。

生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるもの

の、ほぼ横ばいで推移している。企業倒産は、件数は減少したものの、大型倒産の発生から

負債総額は前年を大きく上回った。
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①個人消費

１１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．８％）は、百貨店・スーパーとも

に前年を下回った。百貨店（前年比▲４．４％）

は、衣料品などが減少し、２ヶ月ぶりに前年

を下回った。スーパー（同▲２．０％）は、主

力の飲食料品は増加したものの、衣料品など

が減少し、２ヶ月ぶりに前年を下回った。

コンビニエンスストア（同▲０．２％）は、

２ヶ月ぶりに前年を下回った。

②住宅投資

１１月の新設住宅着工戸数は、４，５２７戸（前

年比▲２８．８％）となった。持家（同▲４．０％）、

貸家（同▲３８．０％）、分譲（同▲１５．８％）全

てが減少し、前年を大きく下回った。

４～１１月の着工戸数累計では、３８，９４３戸

（前年同期比▲６．６％）となり、前年を下回っ

た。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

１１月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、窯業・土石製品工業やプラスチック製品

工業などが減少したものの、一般機械工業や

輸送機械工業などが増加した。

前月比では＋１．２％、前年比では＋３．０％そ

れぞれ２ヶ月連続して上昇した。

④公共投資

１１月の公共工事請負金額は、３５４億円（前

年比▲１４．７％）と７ヶ月連続で減少した。

４～１１月からの累計では請負金額７，９９２億

円（前年同期比▲１２．０％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢

１１月の有効求人倍率（全数）は０．６１倍とな

り、前月比では横ばいとなった。

一方、新規求人数は医療福祉などが増加し

たものの、サービス業や卸売・小売業などが

減少し、前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数

１１月の来道客数は、９４１千人（前年比

＋５．０％）と旭川や知床への入込み増加など

から８ヶ月連続で前年を上回った。

４～１１月の累計来道客数は、９，３７４千人

（前年同期比＋３．６％）と前年を上回ってい

る。

⑦貿易動向

１１月の道内貿易額は、輸出が前年比１２．８％

減の２４４億円、輸入が同２７．２％増の１，０６５億円

となった。

輸出は、一般機械や電気機器、鉄などが減

少し、９ヶ月ぶりで前年を下回った。

また、輸入は原油及び粗油や石炭などが増

加し、１７ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向

１２月の企業倒産は、件数は４１件（前年比

▲１２．８％）と前年を下回ったが、負債総額は

大型倒産の発生から３７３億円（同＋４８１．０％）

と大幅に増加した。

業種別では、建設業が１７件と最も多く、続

いて小売業（１３件）、サービス・他（６件）

となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．平成１８年１０～１２月期実績

売上DI（△１）は、製造業が８期ぶ

りにプラス水準に転じたことから、前期

比３ポイント上昇した。利益DI（△１２）

も４ポイント上昇し、業況は持ち直しが

続いた。

２．平成１９年１～３月期見通し

利益DI（△１２）は横ばいとなったも

のの、売上DI（△４）は３ポイント低

下し、見通しには慎重な姿勢がうかがえ

る。

３．当面する経営上の問題点

「過当競争」（４９％）を挙げる企業が最

多となった。続く「原材料仕入価格上

昇」（４７％）は、製造業の全業種と運輸

業、卸売業で問題点の第１位に挙げられ

るなど販売価格の転嫁に苦慮しているこ

とがうかがえる。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
第２３回定例調査
（１８年１０～１２月期実績、１９年１～３月期見通し）

判断時点
平成１８年１２月下旬

本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ５０３ １００．０％
札幌市 １８４ ３６．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １１０ ２１．９
道 南 ４２ ８．３ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ７８ １５．５ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ８９ １７．７ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ５０３ ６２．９％
製 造 業 ２２０ １３４ ６０．９
食 料 品 ７５ ４６ ６１．３
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２１ ６０．０
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３３ ６６．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３４ ５６．７
非 製 造 業 ５８０ ３６９ ６３．６
建 設 業 １８０ １２６ ７０．０
卸 売 業 １００ ６７ ６７．０
小 売 業 １２０ ７７ ６４．２
運 輸 業 ７０ ３８ ５４．３
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ １９ ６３．３
その他の非製造業 ８０ ４２ ５２．５

定例調査

製造業売上DIが８期ぶりのプラス水準
第２３回道内企業の経営動向調査

要 約

調 査 要 項

― ４ ―― ４ ―
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＜図1-1＞業況の推移�
売上DI 利益DI全産業�

製造業� 非製造業�

1～3�
見通し�

％�

-40

-30

-20

-10

0

10

18年� 19年�

10～127～9 7～9 7～910～12 1～3 4～6 4～6

17年�16年�

10～121～3 1～3�
見通し�

10～12

18年� 19年�

10～127～9 7～9 7～910～12 1～3 4～6 4～6

17年�16年�

1～3

％�

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

-40

-30

-20

-10

0

10

20

13年� 14年� 15年� 16年� 17年� 18年� 19年�

1～3�
見通し�

7～94～6 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12

5

▲3

▲5
▲8

▲22

▲13
▲14

2

▲15

▲8
▲4

▲11

▲6 ▲4

▲15

▲7

▲1 ▲3▲2 ▲2 ▲2

11

▲15

▲7

▲25
▲21

▲27
▲24

▲29
▲26 ▲27

▲22

▲13 ▲13
▲17▲18

▲14

▲18
▲15

▲5 ▲5

▲21 ▲20
▲24

▲12

▲4

▲34

▲30

▲32

▲31
▲27

▲24 ▲23

▲33▲33

▲33

▲17

▲20
▲23

▲30

▲43

▲41

▲26
▲28

▲20

▲25

▲21

▲21
▲26

▲18 ▲19▲25

▲17 ▲15

▲17

▲18
▲14

▲16
▲12

▲22 ▲23

▲12▲13
▲10 ▲10

▲4
▲1

▲20
▲24

▲18

▲24

▲17

1 平成１８年１０～１２月期実績（売上・利益）

前期に比べ、売上DI（△１）は、非製造

業が同水準にとどまったものの、製造業がプ

ラス水準に転じたことから３ポイント上昇し

た。利益DI（△１２）も４ポイント上昇し、

業況は持ち直しが続いた。

売上では、前年同期に比べ「増加した」企

業（３０％、回答社数百分比、以下同じ）から

「減少した」企業（３１％）を差し引いたDI

（△１）は、前期を３ポイント上回った。製

造業（＋１１）は１３ポイント上昇し、平成１６年

１０～１２月期以来８期ぶりにプラス水準に転じ

た。一方、非製造業（△５）は前期同水準に

とどまった。業種別にみると製造業は、食料

品製造業、鉄鋼・金属製品・機械製造業など

が大幅に上昇するなど３業種で２桁のプラス

水準となった。非製造業では、建設業、ホテ

ル・旅館業などが低下したものの、卸売業、

運輸業などで上昇した。

利益では、「増加した」企業（２３％）から

「減少した」企業（３５％）を差し引いたDI

定例調査

― ５ ―― ５ ―
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２

３

４

（△１２）は、前期を４ポイント上回った。製

造業（△６）は５ポイント、非製造業（△１５）

は３ポイントそれぞれ上昇した。業種別にみ

ると、製造業では食料品製造業、木材・木製

品製造業で低下したものの鉄鋼・金属製品・

機械製造業などで上昇した。非製造業では卸

売業がプラス水準になるなど上昇したもの

の、建設業、ホテル・旅館業で低下した。

（図１、図２、図３）

平成１９年１～３月期見通し（売上・利益）

利益DI（△１２）は横ばいにとどまるもの

の、売上DI（△４）は３ポイント低下する

見通しとなり、業況の先行きに慎重感がうか

がえる。

売上では、「増加見込み」企業（２３％）か

ら「減少見込み」企業（２７％）を差し引いた

DI（△４）は、１０～１２月期実績より３ポイ

ント低下が見込まれる。製造業（＋５）は６

ポイント低下するもののプラス水準を維持す

る見通しである。一方、非製造業（△７）は

２ポイント低下する見込みである。業種別に

みると、製造業では木材・木製品製造業が横

ばいとなるものの、食料品製造業、鉄鋼・金

属製品・機械製造業で低下する見通しであ

る。非製造業では、小売業、運輸業など４業

種で低下が見込まれる。

利益では、「増加見込み」企業（２０％）か

ら「減少見込み」企業（３２％）を差し引いた

DI（△１２）は、１０～１２月期実績同水準の見

通しである。製造業（△４）は２ポイント上

昇が見込まれるものの、非製造業（△１５）は

横ばいの見通しである。業種別にみると、製

造業では食料品製造業、木材・木製品製造業

で上昇が見込まれるが、鉄鋼・金属製品・機

械製造業などで低下する見通しである。非製

造業は、小売業、運輸業などで上昇が見込ま

れるが、建設業、ホテル・旅館業などで低下

する見通しである。

（図１、図２、図３）

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DIは、（「好転企業」－「悪

化企業」）の１０～１２月期実績（０）は、前期

より３ポイント上昇した。１～３月期見通し

（△４）は４ポイント低下が見込まれる。

短期借入金の借入難易感判断DI（「容易企

業」－「困難企業」）の１０～１２月期実績（＋９）

は、前期より２ポイント上昇した。１～３月

期見通し（＋６）は３ポイント低下が見込ま

れる。

在庫判断DI（「過多企業」－「過少企業」）

の１０～１２月期実績（＋７）は前期より１ポイ

ント上昇した。１～３月期見通し（＋２）

は、５ポイント低下する見込みである。

（図４、図５、図６）

設備投資

１０～１２月期に設備投資を「実施した」企業

（３１％）は、前期比２ポイント減少したが、

前年同期比を、２ポイント上回った。１～３

月期見通しの「実施予定」企業（２１％）は１０

ポイント減少が見込まれる。また前年同時期

調査での「実施予定」（２３％）をも下回り、企

業の設備投資マインドには幾分慎重感がみら

れる。 （図７）
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５ 当面する経営上の問題点

当面する経営上の問題点（複数回答）とし

て、「過当競争」（４９％）を挙げる企業が最多

となった。非製造業（５７％）では６業種中４

業種で問題点の第１位となった。対照的に製

造業（２７％）では３割弱にとどまり、企業間

の競争は比較的緩やかである。続く「原材料

仕入価格上昇」（４７％）は製造業（７０％）、非

製造業（３８％）ともに前期より低下した。し

かし、製造業の４業種全てと卸売業、運輸業

でトップとなるなど、道内企業は販売価格の

転嫁に苦慮していることがうかがえる。「売上

不振」（４４％）は、建設業で半数を超えるなど

非製造業（４７％）で５割弱を占めた。また製

造業（３５％）でも３割台半ばとなった。

（表１）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�過当競争
①
４９
（５０）

２７
（２７）

２２
（１４）

２４
（２９）

３０
（２９）

３２
（３９）

①
５７
（５８）

①
６４
（７３）

②
４６
（４８）

①
６８
（６０）

③
４２
（５１）

①
５３
（５０）

①
４５
（４１）

�原材料仕入価格上昇
②
４７
（５２）

①
７０
（７１）

①
６１
（６４）

①
８６
（７９）

①
８２
（８３）

①
６２
（６４）

③
３８
（４４）

３５
（４７）

①
４８
（４７）

３１
（３６）

①
６３
（６４）

３７
（４１）

２６
（２６）

�売上不振
③
４４
（４４）

③
３５
（３１）

③
３０
（４１）

③
３３
（２９）

③
３３
（２９）

②
４４
（２３）

②
４７
（４９）

②
５６
（６２）

②
４６
（４５）

②
４３
（４２）

３７
（４６）

②
４７
（４１）

３３
（３３）

�諸経費の増加 ３３
（３４）

②
３８
（３８）

②
５４
（４３）

②
３８
（４２）

②
３６
（３７）

１８
（３１）

３１
（３３）

２３
（２５）

２８
（２６）

③
３２
（３４）

②
４５
（４９）

③
４２
（５９）

②
３８
（３５）

�販売価格低下 ３１
（２９）

２１
（２５）

１３
（２３）

１４
（１７）

２１
（２０）

③
３５
（３９）

３４
（３０）

③
４１
（３６）

３４
（３２）

２７
（２４）

２１
（１５）

③
４２
（２３）

③
３６
（３７）

�価格引き下げ要請 １７
（１９）

１６
（２０）

７
（９）

１９
（１７）

２４
（２９）

２１
（２８）

１８
（１８）

１９
（１４）

３０
（２９）

１２
（１２）

２１
（１５）

１６
（１８）

５
（２２）

�人件費増加 １５
（１２）

１０
（８）

１１
（７）

５
（４）

９
（１４）

１２
（５）

１７
（１３）

１７
（１０）

１３
（１１）

１２
（１８）

１３
（５）

１６
（９）

３３
（２６）

�人手不足 １１
（１１）

１３
（９）

２２
（１６）

１０
（－）

９
（１１）

６
（５）

１１
（１２）

１０
（１４）

３
（３）

１０
（６）

１６
（１５）

２１
（２３）

１４
（１７）

	設備不足 ９
（７）

１２
（９）

１５
（１６）

１０
（４）

６
（６）

１５
（５）

７
（７）

２
（１）

３
（７）

８
（５）

１３
（５）

３２
（３６）

１４
（１３）


資金調達 ７
（８）

４
（７）

９
（１１）

５
（１７）

３
（３）

－
（－）

８
（８）

１０
（１０）

６
（７）

４
（５）

８
（５）

２１
（１８）

１２
（９）

�代金回収悪化 ４
（５）

２
（１）

－
（－）

－
（－）

６
（－）

３
（３）

５
（７）

２
（４）

９
（１８）

５
（８）

－
（－）

－
（－）

１４
（１１）

�その他 ３
（３）

４
（３）

４
（２）

５
（－）

－
（－）

６
（８）

３
（３）

２
（２）

６
（５）

１
（－）

３
（３）

－
（－）

２
（７）

〈表１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査
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＜図5＞短期借入金の難易感�
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＜図7＞設備投資�
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〈表２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

１８年
１～３４～６７～９１０～１２

１９年
１～３
見通し

１８年
１～３４～６７～９１０～１２

１９年
１～３
見通し

１８年
１～３４～６７～９１０～１２

１９年
１～３
見通し

全 道 △１０ △１０ △４ △１ △４ △２４ △１７ △１６ △１２ △１２ ２７ ３４ ３３ ３１ ２１（２８）

札幌市 △４ △８ △３ △１ １ △１２ △１０ △１０ △９ △４ ３１ ３７ ３７ ３２ ２５（３０）

道 央 △１１ △７ △１ △３ △７ △３０ △２１ △１２ △８ △１５ ２３ ３０ ３０ ３７ ２１（２０）

道 南 △１１ ０ △２１ △２ △２ △４０ △１３ △２４ △１７ △２０ ３２ ３２ ３６ ２６ ７（３１）

道 北 △１６ △１６ △２ △５ △６ △２７ △１９ △２１ △１７ △１３ ２９ ３７ ３３ ３０ ２１（３９）

道 東 △１９ △２７ △６ ４ △７ △３２ △３１ △２６ △１９ △１９ ２１ ３５ ２７ ２４ １７（２２）

（ ）内は設備投資未定企業

〈参考〉１０～１２月期の当面する問題点の推移（主な項目）

定例調査

― １２ ―― １２ ―
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今回の調査結果では、道内企業の業況は持ち直し傾向を維持しました。しかし、原油価格

の高騰を背景とした原材料価格は高止まりの状況にあり、販売価格への転嫁が不十分なこと

から、収益面の回復は遅れています。したがって、先行き見通しには慎重な姿勢があらわれ

ています。このような難局を乗り切るため企業は、販売ルートの見直しをはじめ情報誌やポ

イントカードの発行による顧客の囲い込みなど、独自の戦略をたて営業強化を図っていま

す。

以下に、企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

●＜水産加工業＞ 売上が減少傾向にあり、

新分野の事業拡大を進めている。また贈答品

需要の減少や核家族化により年末年始の食生

活が変化している。業務向けの大型容器での

販売やスーパー等で販売する少量パックへの

取り組みは、経費が増え収益が減少する。

●＜水産加工業＞ 欧米の力が強くなり、海

外から調達している原材料は、価格の上昇な

ど環境が大きく変わり始めた。国内調達の原

材料も海外との競争で価格が上昇している。

●＜水産加工業＞ 売上は上昇しているが、

原材料のイクラのほかプラスチック、紙容

器、灯油等の値上がりもあり、利幅は小さ

い。今後は経費を削減しながら作業効率を上

げたい。

●＜かまぼこ製造業＞ 百貨店がスーパー、

コンビニ等との競争で歳暮の早期注文割引

や、配送代を無料にしているため、メーカー

にそのしわ寄せがきている。生産者としても

コストを切り詰め、顧客に直接届ける産直方

式を研究中である。

●＜製麺業＞ 外食における麺の消費が減少

傾向にあり、今後は幅広い客層を求めネット

販売の工夫を図り、健康に良い麺の開発をす

る。

●＜アイスクリーム製造業＞ 北海道は酪農

王国で生乳過剰ということもあり、特に乳製

品の販売は過当競争気味である。販路拡張の

ための設備投資をしてもその後が見えない。

●＜製材業＞ 中国、韓国との価格競争に負

けて入荷が不足している。今後、道産材の価

格上昇が予想され、製品を値上げしなければ

ならない。

●＜一般建築製材業＞ 米材、北洋材原木の

品薄、高騰により道産材原木も大幅な値上が

りが続き品薄状態である。長年価格を据え置

いたが、１割程度の値上げは可能と思う。

●＜コンクリート二次製品製造業＞ 公共工

事等における落札価格の下落に伴い、取引先

からの価格引下げ要請が強く、利益を確保で

きない。自社内で価格下落分を吸収するのも

限界である。

経営のポイント

販売ルート見直しなどで営業強化
〈企業の生の声〉

― １３ ―
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●＜石油製品製造業＞ 原料メーカーの値上

げで仕入れ価格が大幅に上昇し、収益面で苦

戦している。廃業する同業者もいる。

●＜印刷業＞ 原材料価格は値上がりしてい

るが、受注単価は競争激化で低下している。

また納期の短縮要求や小口注文が続いてい

る。顧客ニーズを質・量ともに的確に把握

し、対応できる体制を整えたい。

●＜建設業＞ 工事量激減により売上高は減

少して利幅も無くなり、企業自身の努力だけ

では存続に限界を感じる。他業種に転換した

くても資金面、人材不足等で見通しが立たな

い。

●＜建設業＞ 原材料は高騰しているが受注

金額は下落し続けている。経費の圧縮や合理

化も限界である。

●＜建設業＞ 注文住宅の請負金額が下落傾

向にある。粗利益も低下し、受注増によりカ

バーしなければならない。競争も激化し、さ

らに粗利益率の低下を招く恐れがある。

●＜建築工事業＞ 資材等の仕入価格が上昇

しているほか、受注物件も競争が激しく適正

利益の確保が難しい。今後も公共事業は減り

民間事業も増加が見込めない。リストラにも

限界があり異業種進出か、他社との提携・合

併等を考える。

●＜消防施設工事業＞ 平成１８年６月の消防

法の改正により、一般住宅にも火災報知器の

設置が義務化されたが、病院、事務所ビル、

店舗等にも改築に伴う消防設備工事が増加し

ている。

●＜管工事業＞ 社員一人ひとりの仕事量が

増加しており、今後は少しずつ新卒者を採用

し、人材育成に力を入れたい。

●＜マンション分譲業＞ 耐震強度偽装問題

で影響を受けた。入札制度による用地の高

騰、資材、人手不足を要因とした建築費の上

昇分を価格転嫁できないため利益率が低下し

ている。また、個人は雇用の先行不透明感、

所得の低迷などにより、大きな買い物である

不動産購入へのためらいがみられる。

●＜土木工事請負業＞ 売上、利益ともに減

少しているため、廃棄物処分場や農業生産法

人を設立し、現有の人、モノを十分に活用で

きる体制を構築し本業との調和を図る。

●＜IT機器卸売業＞ 自社の強みの出る商品

に絞って取引先ごとにそのシェアを把握し、

ターゲット商品を決め集中した営業を行う。

●＜農水産物卸＞ 道内の量販店では、低価

格競争が続いており納入業者は苦戦を強いら

れている。資材や車輌関係費が大幅に上昇し

利益を圧迫している。

●＜米穀店＞ 産地の価格が上昇傾向にある

が価格決定権が量販店に握られ、利幅はきわ

めて薄い状態が続いている。

経営のポイント

― １４ ―
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●＜コンビニエンス・ストア＞ 品揃えの強

化と陳列方法の工夫（商品棚を目線近くにし

た陳列）のほか、清掃員１名を採用し他店と

の差別化を図る。

●＜土産品・書籍小売＞ 空港売店部門の売

上は若干上昇傾向にある。携帯電話部門は１０

月以後、ポータビリティー制度により他社か

らの切り替えが増加している。書籍部門は売

上が低下しているが、ポイント会員制を導入

し固定客の確保を図る。

●＜大型書店＞ 業界は１０年連続でマイナ

ス。CD、文具業界も同様に低迷している

が、当社業績は安定している。業界の低迷は

当社にとってチャンスであり、あらゆる年代

層にも対応できる品揃えとシステムの構築が

課題である。

●＜作業用品店＞ プロ向け情報誌発行によ

り、店の認知度が上がり好調である。全店に

ポイントカードを導入し、顧客の来店頻度が

上がってきた。

●＜オートバイ・自動車販売業＞ 一人当た

りの販売単価が下がっている。今後は既存客

の徹底した掘り起しとリピーターをいかに増

やすかが課題となる。

●＜燃料店＞ 暖冬で昨年より灯油、プロパ

ンガスの販売が少ない。

●＜一般貨物運送業＞ 原油高による経費増

が利益を圧迫している。荷主に値上げ要請し

ているが厳しい。

●＜運輸業＞ 油脂製品の値上がりやフェリ

ー料金の高騰で輸送原価が上昇している。

●＜運輸業＞ 環境改善対策の一環としてア

イドリング・ストップ運動を継続実施してい

る。また、エコ・ドライブを推進し、輸送コ

ストの削減を図る。

●＜運輸業＞ 大手物流会社が燃料費の高騰

などにより、業務を中堅会社へ委託する動き

があるが、当社は一人あたりの稼動内容を見

直し、今の運送業界の流れを自分たちのチャ

ンスにしたい。

●＜観光ホテル＞ 道外客は前年超えで好調

であるが、地元客は不調である。また原油価

格高騰の影響が大きく、収益を圧迫してい

る。最大の課題は人手不足で募集しても集ま

らない。

●＜都市ホテル＞ 婚礼件数が年々減少して

いる。少ない婚礼件数を他社と競うため新た

な結婚式のプランを作っている。

●＜自動車整備業＞ 金属くずの販売が好調

である。今後は船の解体（処分業の許可を取

得済）に力を入れたい。

●＜古紙回収リサイクル業＞ 環境問題やリ

サイクル推進が社会的重要課題となってお

り、売上・利益ともに良好に推移している。

新規参入業者も増えており仕入競争が激化し

ている。

経営のポイント

― １５ ―
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― １６ ―

はじめに

筆者は現在、小樽商科大学ビジネスス

クールにおいてマーケティング、顧客満

足経営を教育・研究しており、この度、

２００５年８月から０６年８月にかけて米国ノ

ースウェスタン大学大学院に客員教授と

して在外研究を行う機会を得た。ノース

ウェスタン大学にはケロッグ・スクール

という全米のみならず、世界屈指のビジ

ネススクールがある。このレポートで

は、筆者が当地で体験した最新のビジネ

ススクール事情をお伝えし、ビジネス社

会におけるMBAの位置づけと活用について考えてみたい。

ビジネススクールとMBA

日本でも市民権を得はじめているのでご存知の方も多いと思うが、MBAとはMaster of Busi-

ness Administrationの略で、経営学修士あるいは経営管理修士と訳される。このMBAという学位

を与える高等教育機関がビジネススクールと呼ばれる。日本語に置き換える場合には、経営大学

院が適切であろう。

現在、米国では５００校以上のビジネススクールが存在し、年間約９万人以上のMBAが誕生して

いる。このビジネススクールの代名詞とも言えるのが、ハーバード・ビジネススクールである。

ヨーロッパに目を向けてみると、イギリスのロンドン・ビジネススクール、フランスのIN-

SEAD、スイスのIMDなどが特に有名である。

一方、日本では慶応ビジネススクール（正式には、慶應義塾大学大学院経営管理研究科）が日

本のビジネススクールの草分け的存在であり、長らく日本のMBA教育を担ってきた。そして近

年、高度職業人の育成を目的とした専門職大学院という新しい制度のもと、ビジネススクールが

相次いで立ち上げられている。専門職大学院に先立つ一橋大学や神戸大学のMBAプログラムを

嚆矢として、早稲田大学、青山学院大学、国際大学、同志社大学、関西学院大学、小樽商科大

学、香川大学、九州大学など、ビジネススクール設立の動きは全国に広がっている。

MBAプログラムの種類

MBAと一口に言っても、そのプログラムは大きく３つに分けることができる。１つはフルタ

イムMBAと呼ばれ、仕事を辞めてビジネススクールで２年間勉学に専念する学生を対象とした

プログラムである。２つ目はパートタイムMBAで、昼間会社や組織に勤めながら夜間と週末に

経営のアドバイス

米国ビジネススクール事情（１）
－ビジネススクール・ランキングから－

ノースウェスタン大学 ケロッグ・スクール

小樽商科大学ビジネススクール教授

近藤 公彦
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順位 大学（スクール）名
授業料

（単位：ドル）
卒業後最初の年収
（単位：ドル）

１ シカゴ大学 ４２，１８２ ９５，０００
２ ペンシルバニア大学（ウォートン） ４４，７９５ １０５，０００
３ ノースウェスタン大学（ケロッグ） ４１，１１５ １００，０００
４ ハーバード大学 ４６，０５６ １０５，０００
５ ミシガン大学（ロス） ４２，０２４ ９５，０００
６ スタンフォード大学 ４３．３８０ １１０，０００
７ マサチューセッツ工科大学（スローン） ４２，３６４ １１０，０００
８ カリフォルニア大学バークレー校（ハース） ３６，６３４ １００，０００
９ デューク大学（フークア） ３９，３５０ ９５，０００
１０ コロンビア大学 ４０，９４８ １００，０００

図表１ 米国ビジネススクールランキング（２００６年）

出所 Business Week、２００６年１０月２３日号

講義を受けるプログラムである。ちなみに小樽商科大学ビジネススクールはこの形態である。そ

して最後がエグゼクティブMBAと呼ばれるもので、組織の幹部を対象として行われる１年制の

プログラムがある。この他に数週間から数ヶ月程度の短期集中プログラムがあるが、こちらはあ

る種の経営研修のようなもので、MBAという学位が与えられるわけではない。

ビジネススクール・ランキング

冒頭、米国では年間９万人以上がMBAホルダーとして社会に送り出されていることを述べ

た。しかし、それだけの数のMBAホルダーすべてが順調に職に就けるわけではない。実際、希

望する企業や業種、職種に比較的容易に就けるのは、トップ１０に入るビジネススクールの学生に

過ぎないとも言われる。したがって、いくらMBAホルダーと言えども、低位のビジネススクー

ルであるほど就職は難しくなる。そこで、どこで教育を受けたか、どのビジネススクールの

MBAホルダーかが重要となるのである。

それでは、ビジネススクールはどのように順位づけられるのだろうか。日本の大学では入学難

易度という評価軸が偏差値によって測られるが、ビジネススクールではそうした偏差値ランキン

グがそもそも存在しない。それに代わって学生や企業の参考にされるのが、有力な経済誌が定期

的に発表するビジネススクール・ランキングである。その中でも米国のビジネスウィーク誌が２

年に一度発表するランキング、USニュース誌が毎年発表するランキングの注目度が特に高い。こ

うしたランキングは在校生の評価、企業の評価、初任給の額などを総合的に考慮して作成される。

図表１は、ビジネスウィーク誌の２００６年１０月２３日号に掲載された最新の米国ビジネススクール

・ランキングである。このランキングから見えるビジネススクールの興味深い点をいくつか挙げ

てみよう。

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２７／本文／０１６～０２１　経営のアドバイス  2007.01.19 18.37.56  Pag



経営のアドバイス

― １８ ―

（１）ハーバード・ビジネススクールは

最高峰か

ビジネススクールと言えばすぐに連想

されるのがハーバード・ビジネススクー

ルであろう。ハーバード・ビジネススク

ールは圧倒的な知名度とブランド力、産

業界への影響力、そして研究水準の高さ

を誇り、ビジネススクールの雄ではある

ことは間違いない。実際、日本のビジネ

スパーソンの中でこの名前を聞いたこと

がない人を見つけるのは困難である。同

スクールの著名なMBAホルダーを挙げ

てみると、JPモルガン・チェイスCEOのジャニー・ディモン氏、P&GのCEOアラン・ラフリー

氏、ボーイング社社長兼CEOジェームス・マクナリー氏、メリル・リンチCEOスタン・オニール

氏など錚々たる名前が並ぶ。あまり知られていないが、ジョージ・ブッシュ米国大統領もここの

卒業生である。日本では、楽天社長の三木谷浩史氏、ローソン社長の新浪剛史氏などがハーバー

ドMBAである。

しかし、このランキングからも分かるように、ハーバードは実は「トップ・ビジネススクール

の１つ」という理解の方がより正確である。このハーバード大学を含むランキングに登場するシ

カゴ大学、ペンシルバニア大学、ノースウェスタン大学、スタンフォード大学、マサチューセッ

ツ工科大学、コロンビア大学のビジネススクールはマジェスティック・セブン（Majestic

Seven；威厳を誇る７校の意）と呼ばれ、全米のみならず世界のトップ・ビジネススクールとし

て君臨する。

（２）ビジネススクールには人名を冠す

ビジネススクールの多くはスクールに多大な貢献をした人を称える意味で、その人の名前が冠

されている。多大な貢献の内容は２つあり、１つは資金面での寄附であり、もう１つは教育や研

究面での功績である。ランキングの中で前者に当てはまるケースは、ノースウェスタン大学のケ

ロッグ・スクール（J.L.Kellogg School of Management）、マサチューセッツ工科大学のスローン・

スクール（Alfred P. Sloan School of Management）である。後者の教育・研究面での功績では、

ペンシルバニア大学のウォートン・スクール（The Wharton School）が該当する。

ノースウェスタン大学のケロッグ・スクールは１９７９年、シカゴの不動産王であるJ.L.ケロッグ

氏がその妻と連名で母校に１０００万ドルもの寄附を行ったことにより、その名が冠されたものであ

る。余談になるが、ケロッグと言えば「コーンフレーク」が頭に浮かぶ。ケロッグ・スクールの

ケロッグもケロッグ社のケロッグと混同されることが多い。これはあながち間違いではなく、J.

L.ケロッグ氏はケロッグ社創設者のW.K.ケロッグ氏の一族である。またマサチューセッツ工科

ハーバード・ビジネススクール
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大学スローン・スクールは米国自動車メーカー、ゼネラル・モーターズ社の「中興の祖」と言わ

れ、同スクールの卒業生で同社社長であったアルフレッド・P・スローン氏の寄附を記念して付

けられた名称である。一方、ペンシルバニア大学ウォートン・スクールはジョセフ・ウォートン

（Joseph Wharton）氏にちなんだ名称で、彼は１８８１年、同校において世界初のビジネス教育を始

めたことで知られる。このビジネス教育が今日のビジネススクールの原型となる。

こうした資金や研究・教育面で功績のあった人を称えるのは、スクール・レベルだけでなく、

建物や教室レベルでも見られる。例えば、ケロッグ・スクールの中心的な講義・研究棟であるジ

ェイコブズ・センター（Jacobs Center）はケロッグ・スクールを全米トップ・スクールに押し上

げたジェイコブズ元学長の名が冠され、その建物の中にはゴールドマン・サックス教室や世界的

に著名なマーケティング研究者であるL.W.スターン名誉教授の名の付いた教室などがある。

これに対して、ハーバード大学、シカゴ大学、スタンフォード大学のビジネススクールには特

定の人名が冠されているわけではない。もっともハーバード大学やスタンフォード大学の名称自

体が創立者の名前であるが…。ちなみにシカゴ大学はかの有名な石油王ジョン・D・ロックフェ

ラー氏の寄附により創設されたものである。

（３）授業料が高い

米国のビジネススクールは日本と比べものにならないほど、授業料が高い。図表１に見られる

ように、トップスクール１０校のうち、８校の年間授業料が４万ドルを上回っている。最も高いの

はハーバード大学で約４万６０００ドル（約５４０万円）、最も低いカリフォルニア大学バークレー校で

も約３万７０００ドル（約４３０万円）である。この授業料にテキスト代、企業訪問や海外でのプログ

ラムなどの資金、それに寮費などの生活費を加えれば、年間１０００万円は必要となる。ランキング

のうちで公立大学はミシガン大学とカリフォルニア大学の２校（いずれも州立）で、他の８校は

すべて私立大学であるが、米国のビジネススクールの授業料の高さは公立大学、私立大学を問わ

ない。もっとも公立大学の場合、州立であればその州の出身者（あるいは居住者）であるかどう

かによって授業料は大きく増減する。

このような多額な勉学資金を自前でまかなえる学生は多くない。ビジネススクールの学生は一

般に大学卒業後５～１０年の社会経験がある。その間に貯めた貯金で学費を賄う学生もいるが、最

も頼りになるのが奨学金である。米国は日本と比べて奨学金制度が充実しており、大半の学生が

何らかの奨学金を得ている。もちろん、学生はビジネススクール修了後、この奨学金を返済しな

ければならない。２年間という時間と２０００万円という勉学資金。ビジネススクールで学ぶことは

人生の中で最も大きな投資の１つなのである。

（４）MBAホルダーの収入と職業

そこで投資回収という面から、MBAホルダーの得る収入が問題となる。図表１のランキング

中、スタンフォード大学とマサチューセッツ工科大学の１１万ドルを筆頭に、シカゴ大学、ミシガ

ン大学、デューク大学の９万５０００ドルまで、いずれも日本円で１０００万円を超す年収を卒業初年度
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就職先企業 人数

マッキンゼー＆カンパニー ５２

ボストン・コンサルティング・グループ ２９

ベイン＆カンパニー １９

マイクロソフト １５

ブーツ・アレン・ハミルトン １２

デロイト・コンサルティング ９

ジョンソン＆ジョンソン ９

JPモルガンチェイス ９

アマゾン・ドット・コム ８

A.T.カーニー ７

シティ・グループ ７

ジェネラル・ミルズ ７

モルガン・スタンレー ７

図表２ ノースウェスタン大学ケロッグ・スクール就職先上位企業（２００６年）

出所 ノースウェスタン大学ケロッグ・スクール資料

に得ている。ビジネススクール修了時の年齢は平均すると３０歳過ぎであるから、彼らトップ・ス

クールのMBAホルダーは非常な高額で企業に迎えられていることになる。この場合、資金面で

の投資回収は単純計算で２年で済むのである。

それでは、彼らMBAホルダー達はどこからこのような高給を得ているのだろうか。ノースウ

ェスタン大学ケロッグ・スクールを例に見てみよう。図表２は、同スクールの就職先上位企業を

まとめたものである。マッキンゼー＆カンパニー、ボストン・コンサルティング・グループ、そ

してベイン＆カンパニーと、上位３社はいずれも著名な巨大コンサルティング会社が占めてい

る。MBAホルダーには、ビジネススクールで学んだ経営全般の深い知識をコンサルティング業

務で生かすことが期待されているのである。このことは、図表３の上位就職先業種や図表４の上

位就職先職種からもうかがわれる。コンサルティング、マーケティング、金融サービスが彼らの

就く代表的な産業や職種である。
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図表３ ノースウェスタン大学ケロッグ・スクール就職先上位業種（２００６年）

出所 ノースウェスタン大学ケロッグ・スクール資料

図表４ ノースウェスタン大学ケロッグ・スクール就職先上位職種 （２００６年）

出所 ノースウェスタン大学ケロッグ・スクール資料

＊＊＊＊＊

米国では年間９万人ものMBAホルダーがビジネススクールから生み出されている。１１年で１００

万人がMBAホルダーとなる計算である。そしてトップスクールのMBAホルダーは高額な給料で

迎えられ、コンサルティング、金融、マーケティングなどの分野で要所を占め、世界的に活躍す

る。MBAは企業の幹部候補生のパスポートと呼ばれる所以がそこにある。今回はその概要を全

米ランキングを手がかりにして見てきた。

次回は、筆者が米国での在外研究中に目で見て肌で感じたノースウェスタン大学ケロッグ・ス

クールに焦点を当てながら、米国におけるビジネス教育のミクロのあり様をお伝えしたい。
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年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９０．９ △３．６ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．０ ２．４ ９０．０ ３．１ ９０．３ ３．２

１７年７～９月 ８９．６ △５．１ １００．６ △０．２ ９１．１ △４．０ １０４．１ ０．９ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０～１２月 ９０．６ △４．８ １０３．４ ３．０ ９２．３ △３．１ １０６．５ ４．２ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年１～３月 ９４．３ ０．０ １０４．０ ３．２ ９４．６ △１．３ １０６．６ ４．６ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４～６月 ９３．１ ３．７ １０４．９ ４．１ ９５．７ ５．５ １０８．８ ５．６ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８
７～９月 ９１．４ ２．１ １０５．９ ５．４ ９２．１ １．３ １０９．６ ５．５ ９２．４ １．４ ９４．９ ０．８

１７年 １１月 ９０．９ △３．８ １０３．６ ３．４ ９２．２ △３．２ １０６．６ ４．２ ９１．１ ０．１ ９４．２ ３．７
１２月 ９１．２ △４．３ １０４．９ ３．５ ９３．７ △１．６ １０７．６ ４．４ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年 １月 ９７．０ １．７ １０４．８ ２．７ ９８．５ ２．６ １０７．８ ４．４ ９０．１ △１．５ ９４．６ ３．５
２月 ９２．４ △１．９ １０３．５ ３．９ ９２．８ △２．３ １０５．６ ５．４ ８９．８ △１．７ ９４．８ ２．８
３月 ９３．５ ０．３ １０３．７ ３．１ ９２．６ △３．９ １０６．５ ４．１ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４月 ９３．０ ０．９ １０５．１ ３．６ ９４．５ ０．９ １０９．３ ４．８ ９０．７ １．３ ９４．８ ３．０
５月 ９３．２ ６．７ １０３．７ ３．９ ９５．７ ９．７ １０７．８ ６．５ ９０．５ ２．１ ９３．４ １．３
６月 ９３．１ ３．３ １０５．９ ５．０ ９６．９ ５．９ １０９．２ ５．４ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８
７月 ９３．４ ５．０ １０４．９ ５．１ ９４．３ ３．６ １０８．７ ５．３ ９１．７ ２．０ ９３．３ ０．７
８月 ９１．３ ２．０ １０６．８ ５．９ ９１．８ １．２ １１１．４ ６．３ ９２．２ ２．４ ９４．１ ０．４
９月 ８９．４ △０．２ １０６．１ ５．２ ９０．１ △１．０ １０８．７ ４．７ ９２．４ １．４ ９４．９ ０．８
１０月 r ９２．４ ３．９ r１０７．８ ７．４ r ９２．３ ２．５ r１１０．１ ５．６ r ９２．５ ２．０ r ９５．９ ３．５
１１月 p９３．５ ３．０ p１０８．６ ４．８ p９６．１ ４．３ p１１１．９ ４．９ p９１．７ ０．６ p９７．２ ３．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８８，１７９ △３．０ ２１２，６０５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８９ ０．３ ６３７，４３３ △３．７ １２５，０１６ △３．２

１７年７～９月 ２３７，５２７ △３．９ ５１，４２８ △２．４ ８３，９９６ △２．５ ２０，６０６ △０．１ １５３，５３２ △４．６ ３０，８２２ △３．９
１０～１２月 ２７０，７９２ △２．５ ５８，５４９ △０．６ ９９，７１７ △０．４ ２５，２１９ １．２ １７１，０７５ △３．８ ３３，３２９ △１．９

１８年１～３月 ２３８，１００ △２．３ ５１，２０６ △１．７ ８３，６４６ △１．８ ２１，１５７ ０．４ １５４，４５１ △２．６ ３０，０４９ △３．１
４～６月 ２３８，４０２ △２．６ ５１，０８６ △１．２ ７８，５５７ △２．９ ２０，２４１ △１．１ １５９，８４５ △２．５ ３０，８４５ △１．３
７～９月 ２３７，３０６ △０．７ ５１，４４４ △０．３ ７９，５７５△１．０ ２０，４４０ △０．４ １５７，７３１ △１．１ ３１，００４ △０．１

１７年 １１月 ８０，６４８ △０．４ １７，９３２ ０．８ ２９，００８ ０．８ ７，６９５ ３．１ ５１，６４０ △１．２ １０，２３７ △１．０
１２月 １０９，０９４ △２．２ ２３，１３１ ０．６ ４０，６９７ ０．１ １０，２４１ ０．９ ６８，３９７ △３．７ １２，８８９ ０．３

１８年 １月 ８４，４１５ △２．６ １８，８４１ △２．８ ２９，５８５ △２．２ ７，７１４ △０．９ ５４，８３０ △２．８ １１，１２７ △４．１
２月 ６８，９０９ △１．９ １４，９１２ △１．９ ２３，０７３ △１．７ ５，８５０ ０．３ ４５，８３６ △２．０ ９，０６２ △３．３
３月 ８４，７７２ △２．４ １７，４５３ △０．３ ３０，９８７ △１．６ ７，５９３ １．８ ５３，７８４ △２．９ ９，８６０ △１．８
４月 ８１，００５ △２．１ １７，０４３ △０．９ ２７，０４９ △２．６ ６，７９９ △０．４ ５３，９５５ △１．８ １０，２４４ △１．３
５月 ７９，２０２ △２．９ １６，９９１ △１．６ ２５，５０７ △２．７ ６，７１５ △１．２ ５３，６９５ △３．０ １０，２７５ △１．９
６月 ７８，１９６ △２．９ １７，０５２ △１．２ ２６，０００ △３．３ ６，７２６ △１．９ ５２，１９５ △２．７ １０，３２６ △０．７
７月 ８４，２９３ △１．６ １９，０９２ △１．４ ３０，１４７ △１．３ ８，３８５ △１．４ ５４，１４６ △１．８ １０，７０７△１．３
８月 ７７，６１２ △０．８ １６，４１６ ０．１ ２４，００６ △０．９ ５，７７４ △０．８ ５３，６０７ △０．７ １０，６４２ ０．７
９月 ７５，４０２ △０．７ １５，９４９ ０．８ ２５，４２３ △０．６ ６，２８２ １．３ ４９，９７９ △０．８ ９，６６７ ０．４
１０月 r ８０，８８３ ０．５ r １７，１８１ △１．７ r ２８，０４９ ０．６ r ７，０５６ △２．０ r ５２，８３５ ０．４ r １０，１２５ △１．４
１１月 p ８０，２５３ △２．８ p １７，８０６ ０．７ p ２７，３０７ △４．４ p ７，６０１ △０．２ p ５２，９４６ △２．０ p １０，２０５ △１．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２２ ―
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年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ １００．０ △０．７ １００．５ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．８ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０

１７年７～９月 １１３，１７４ △１．８ １９，６５４ △２．３ ９９．７ △０．３ １００．０ △０．３ １１１．２４ １３，５７４
１０～１２月 １０４，８８３ △３．３ １８，４６５ △３．４ １００．１ △０．４ １００．０ △０．７ １１７．２９ １６，１１１

１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ １００．３ ０．２ ９９．９ △０．１ １１６．８８ １７，０６０
４～６月 １０２，６６５ △２．２ １８，３９６ △２．４ １００．６ ０．５ １００．３ ０．２ １１３．１４ １５，５０５
７～９月 １１１，９８１ △２．６ １９，４９４ △３．５ １００．８ １．１ １００．６ ０．６ １１７．１８ １６，１２８

１７年 １１月 ３３，３４３ △３．８ ５，９２３ △３．９ １００．０ △０．５ ９９．８ △０．８ １１８．４１ １４，８７２
１２月 ３６，５３２ △３．２ ６，４０１ △３．４ １００．１ ０．０ ９９．９ △０．１ １１８．６４ １６，１１１

１８年 １月 ３２，３２０ △２．２ ５，７３９ △３．２ １００．４ ０．１ １００．０ △０．１ １１５．４５ １６，６５０
２月 ３０，０９５ △１．５ ５，３９７ △２．４ １００．２ ０．４ ９９．７ △０．１ １１７．８９ １６，２０５
３月 ３３，６２９ △２．１ ６，１７６ △２．６ １００．３ ０．１ ９９．９ △０．２ １１７．３１ １７，０６０
４月 ３２，２４８ △３．７ ５，９３７ △５．０ １００．４ ０．２ １００．１ △０．１ １１１．５１ １６，９０６
５月 ３４，７４１ △２．０ ６，１３３ △２．９ １００．７ ０．３ １００．４ ０．１ １１４．５３ １５，４６７
６月 ３５，６７６ △１．０ ６，３２５ ０．６ １００．８ ０．９ １００．４ ０．５ １１５．６７ １５，５０５
７月 ３６，８１０ △４．９ ６，５１５ △５．２ １００．４ ０．７ １００．１ ０．３ １１５．８８ １５，３４３
８月 ３９，８１０ △１．０ ６，８１０ △１．８ １００．９ １．３ １００．８ ０．９ １１７．０１ １６，１４１
９月 ３５，３６１ △１．９ ６，１６９ △３．４ １０１．１ １．２ １００．８ ０．６ １１８．６６ １６，１２８
１０月 ３５，３４２ ３．０ ６，２６２ △０．６ １００．９ ０．８ １００．６ ０．４ １１７．３５ １６，３９９
１１月 ３３，４８４ △０．２ ５，９８５ △１．５ １００．５ ０．５ １００．１ ０．３ １１７．３０ １６，２７４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１

１７年７～９月 ４６，２７９ △２．３ １１，５４３ △１４．４ ２２，６５９ ０．７ １２，０７７ ６．３ １，１７１，１０１ △０．７
１０～１２月 ３７，３８３ △７．４ ９，３７２ △１６．５ １７，６５４ △６．２ １０，３５７ ０．５ １，０３５，９１３ △７．０

１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５
４～６月 ４５，６６６ △４．９ １０，７６４ △１１．５ ２０，７４２ △１１．０ １４，１６０ １２．８ １，０４１，３１７ △４．６
７～９月 ４１，７５２ △４．１ １０，２２４ △９．３ １７，９２４ △１０．８ １３，６０４ １３．５ １，１３２，７０８ △４．５

１７年 １１月 １３，４９４ △９．１ ３，３０５ △２１．５ ６，４４２ △８．８ ３，７４７ ４．９ ３６５，５７２ △６．６
１２月 １０，７５５ △１０．８ ３，０２２ △１３．４ ４，８５６ △８．２ ２，８７７ △１２．４ ３２５，７４４ △１２．４

１８年 １月 １０，４７９ △２．７ ２，５６７ △９．７ ４，９９０ △３．０ ２，９２２ ５．１ ３２５，３６４ ０．１
２月 １４，６５３ △０．６ ３，４８１ △５．３ ６，９６７ △１．１ ４，２０５ ４．５ ４４３，４９３ ０．７
３月 ３０，３２５ ０．１ ７，０２５ △１１．７ １５，０５０ △１．１ ８，２５０ １５．９ ６８８，２３４ ０．５
４月 １５，４３３ ０．８ ３，５５７ △５．６ ７，２４５ △１．６ ４，６３１ １０．７ ３１２，８４２ △５．０
５月 １４，３３９ △１．７ ３，４１８ △１１．１ ６，３３１ △７．２ ４，５９０ １７．０ ３２２，７０７ △６．４
６月 １５，８９４ △１２．３ ３，７８９ △１６．８ ７，１６６ △２１．４ ４，９３９ １１．０ ４０５，７６８ △２．８
７月 １６，５５４ △２．８ ３，８４１ △１２．５ ８，００９ △４．３ ４，７０４ １０．４ ３９６，２６６ △６．２
８月 １１，３２０ △４．０ ２，７４５ △３．５ ５，１２８ △１３．４ ３，４４７ １３．８ ２８３，４４６ △２．５
９月 １６，５１５ △５．４ ３，８８６ △９．８ ７，０７６ △１５．４ ５，５５３ １６．０ ４３８，１０４ △４．３
１０月 １２，４６６ △５．１ ２，９６３ △２．７ ５，５５０ △１２．７ ３，９５３ ５．９ ３３２，３５１ △３．６
１１月 １２，７７１ △５．４ ３，３７５ ２．１ ５，２９８ △１７．８ ４，０９８ ９．４ ３６２，２５３ △０．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２３ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２７／本文／０２２～０２４　主要経済指標  2007.01.18 13.54.24  Page 23



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６

１７年７～９月 １４，６５１ ５．６ ３，３２６ ５．０ ３５３，４７８ △５．４ ３７，８５７ △３．０ ３１，３５１ ８．７
１０～１２月 １５，８９３ ３２．０ ３，２４７ ７．０ １４９，４６１ △１５．２ ３０，６１４ △２．２ ３０，３６３ ８．１

１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８４２ ４．９ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０８ ３．８
４～６月 １４，４０７ △１．７ ３，３４２ ８．６ ３７６，９７８ △１４．４ ３１，２４４ △１１．７ ３３，３３３ １５．４
７～９月 １４，６２５ △０．２ ３，３０３ △０．７ ３２２，９２８ △８．６ ３４，１７７ △９．７ ３１，０１１ △１．１

１７年 １１月 ６，３６２ ５６．１ １，１１０ １２．６ ４１，４８２ △２４．５ ９，６１０ △０．９ ９，８７８ ０．２
１２月 ３，５２７ △５．６ ９７９ △０．９ ３５，４３９ ２５．０ ８，６２５ △４．７ １１，７６８ １５．５

１８年 １月 １，７８１ △１６．９ ９２９ △２．２ １３，０２１ △６．７ ６，１７５ △６．８ ８，３００ ９．８
２月 ２，１９８ △１１．５ ９７０ １３．７ １３，１４８ １２．７ ６，０５５ △８．３ １０，０９３ ８．２
３月 ３，８６８ ５５．４ ９４３ ３．９ ９９，４５１ △１３．３ １３，５２９ △１５．４ １５，９１５ △１．６
４月 ４，３４０ △５．５ １，１１３ １５．０ １５１，８３３ ８．２ １１，４０２ △１７．３ １０，２３０ １２．２
５月 ４，９３２ １．６ １，０８７ ６．７ ９６，８９９ △１８．６ ８，５２６ △０．７ ９７，５５６ １５．８
６月 ５，１３５ △１．４ １，１４３ ４．７ １２８，２４６ △２９．１ １１，３１６ △１３．２ １３，３４８ １７．７
７月 ５，４５５ ２３．９ １，０６６ △７．５ １１７，５０２ △９．６ １１，１６５ △４．３ ８，８０３ △１．２
８月 ４，４８３ △１４．２ １，１１２ １．８ １１４，７２６ △２．４ １０，３６７ △１３．９ ９，１５６ △０．５
９月 ４，６８７ △６．７ １，１２４ ４．０ ９０，７００ △１４．４ １２，６４６ △１０．６ １３，０５２ △１．５
１０月 ５，３８４ △１０．３ １，１８４ ２．２ ６３，９５５ △１１．８ １２，１３０ △２．０ ８，６１５ △１．２
１１月 ４，５２７ △２８．８ １，１５４ ４．０ ３５，３８５ △１４．７ ９，０７１ △５．６ ９，９４７ ０．７

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９９ ５．５ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１

１７年７～９月 ３，９９５ ０．２ ０．６０ ０．９７ ５．２ ４．２ １４２ ２９．１ ３，１６３ △４．４
１０～１２月 ３，００９ ２．９ ０．６０ １．００ ５．３ ４．３ １３８ １．５ ３，４３４ ４．２

１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４
４～６月 ３，０８３ ３．３ ０．６０ １．０６ ５．４ ４．２ １４３ ８．３ ３，２８１ １．７
７～９月 ４，１０８ ２．８ ０．６２ １．０８ ５．３ ４．１ １１２ △２１．１ ３，２５０ ２．８

１７年 １１月 ８９６ ３．０ ０．６０ ０．９９ ５．３ ４．４ ５３ ３２．５ １，１１４ ４．７
１２月 ９４２ ３．７ ０．６２ １．０３ ↓ ４．０ ４７ △２．１ １，１４９ ３．６

１８年 １月 ８５６ △１．１ ０．６６ １．０３ ↑ ４．５ ４６ △１４．８ １，０４９ ２．６
２月 ８５５ △７．８ ０．６０ １．０４ ５．５ ４．２ ４８ △２５．０ １，０４４ ３．０
３月 １，００７ △０．９ ０．５１ １．０１ ↓ ４．４ ４９ △２．０ １，２５５ １０．１
４月 ８２３ ０．１ ０．５５ １．０４ ↑ ４．３ ６０ ５３．８ １，０８７ １４．９
５月 １，１０２ ６．３ ０．６４ １．０７ ５．４ ４．１ ３７ △２１．３ １，０８３ １．０
６月 １，１５９ ３．０ ０．６２ １．０８ ↓ ４．１ ４６ ０．０ １，１１１ △８．０
７月 １，２８１ ２．２ ０．６２ １．０９ ↑ ４．０ ４３ △１０．４ １，０５１ ２．６
８月 １，５１９ ４．７ ０．６３ １．０８ ５．３ ４．１ ３１ △４６．６ １，１６９ １．５
９月 １，３０８ １．４ ０．６１ １．０８ ↓ ４．２ ３８ ５．６ １，０３０ ４．３
１０月 １，２４２ ６．１ ０．６１ １．０６ － ４．２ ５２ ３６．８ １，１６６ △０．４
１１月 ９４１ ５．０ ０．６１ １．０６ － ３．９ ３９ △２６．４ １，０９１ △２．１

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ２４ ―
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●道内経済の動き�
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